
平成24年3月期 第3四半期決算短信〔日本基準〕（連結） 

平成24年1月31日

（百万円未満切捨て）

上場会社名 東北特殊鋼株式会社 上場取引所 大 
コード番号 5484 URL http://www.tohokusteel.com
代表者 （役職名） 代表取締役社長 （氏名） 中田 博也
問合せ先責任者 （役職名） 常務取締役 （氏名） 佐々木 茂範 TEL 0224-82-1010
四半期報告書提出予定日 平成24年2月13日
配当支払開始予定日 ―
四半期決算補足説明資料作成の有無 ： 無
四半期決算説明会開催の有無 ： 無

1.  平成24年3月期第3四半期の連結業績（平成23年4月1日～平成23年12月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

  

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

24年3月期第3四半期 13,659 3.6 1,447 △18.4 1,465 △18.7 1,082 △3.7
23年3月期第3四半期 13,181 23.0 1,773 73.5 1,801 72.5 1,124 79.3

（注）包括利益 24年3月期第3四半期 1,010百万円 （△7.8％） 23年3月期第3四半期 1,095百万円 （―％）

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期

純利益
円 銭 円 銭

24年3月期第3四半期 143.80 ―
23年3月期第3四半期 149.32 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

24年3月期第3四半期 21,915 14,686 67.0 1,950.59
23年3月期 21,877 13,789 63.0 1,831.42
（参考） 自己資本   24年3月期第3四半期  14,686百万円 23年3月期  13,789百万円

2.  配当の状況 

（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無  ：  無  
 

年間配当金
第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

23年3月期 ― 9.00 ― 9.00 18.00
24年3月期 ― 6.00 ―
24年3月期（予想） 10.00 16.00

3.  平成24年3月期の連結業績予想（平成23年4月1日～平成24年3月31日） 
（％表示は、対前期増減率）

（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無  ：  無   

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 18,700 7.9 2,230 3.3 2,270 2.7 1,560 63.0 207.19



(1) 当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  ：  無  

(2) 四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用  ：  無  

(3) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

(4) 発行済株式数（普通株式） 

※四半期レビュー手続の実施状況に関する表示 
 この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期レビュー手続きの対象外であり、この四半期決算短信の開示時点において、金融商品取引法に基づく
四半期連結財務諸表のレビュー手続きは終了していません。 

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
 本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、現時点で入手可能な情報に基づき算出したものであり、実際の業績は今後の様々な要因によ
って異なる結果となる可能性があることをお含みおきください。 
 なお、業績予想に関する事項は、四半期決算短信〔添付資料〕２ページ「連結業績予想に関する定性的情報」をご覧ください。 

4.  その他

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更   ：  無
② ①以外の会計方針の変更   ：  無
③ 会計上の見積りの変更   ：  無
④ 修正再表示   ：  無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 24年3月期3Q 7,550,000 株 23年3月期 7,550,000 株
② 期末自己株式数 24年3月期3Q 20,668 株 23年3月期 20,600 株
③ 期中平均株式数（四半期累計） 24年3月期3Q 7,529,350 株 23年3月期3Q 7,529,491 株
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（１）連結経営成績に関する定性的情報 

 当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、東日本大震災による経済活動の落ち込みから、持ち直しの動

きが見られましたが、欧州諸国の財政危機や歴史的な円高の長期化など、先行き不透明な状況が続いております。

 特殊鋼業界の主要需要先である自動車業界におきましては、震災後比較的早期にサプライチェーンが復旧したこ

とから、生産活動は回復基調で推移しましたが、タイ大洪水の影響もあり減速感が出てきております。 

 このような環境の中で、当社グループの特殊鋼事業につきましては、震災後の早期復旧に注力するとともに、受

注回復に伴う増産対応のため、生産設備の増強および効率化を推進いたしました。また、不動産賃貸事業につきま

しても、震災により商業施設の一部に被害を受けたものの早期に通常営業を再開し、さらなるサービス向上に努め

ました。その結果、当第３四半期連結累計期間における売上高は前年同四半期に比べ477百万円増の13,659百万円

となりました。収益面では、製品構成変化ならびに震災による利益率の低下により、経常利益は前年同四半期に比

べ336百万円減の1,465百万円、四半期純利益は、東北地方太平洋沖地震による受取保険金等により前年同四半期に

比べ41百万円減の1,082百万円となりました。 

  

 セグメントの業績は次のとおりであります。 

 ①特殊鋼事業 

 売上高は前年同四半期に比べ555百万円増の12,109百万円、セグメント利益（営業利益）は316百万円減の

783百万円となりました。 

 ②不動産賃貸事業 

 売上高は前年同四半期に比べ77百万円減の1,549百万円、セグメント利益（営業利益）は9百万円減の664百

万円となりました。 

   

（２）連結財政状態に関する定性的情報 

 当第３四半期連結会計期間末における総資産は、前連結会計年度末に比べ37百万円増加し、21,915百万円となり

ました。主な要因は、受取手形及び売掛金の増加額488百万円、土地の減少額426百万円等によるものであります。

 一方、当第３四半期連結会計期間末の負債は、前連結会計年度末に比べ859百万円減少し、7,228百万円となりま

した。主な要因は、災害損失引当金の減少額597百万円、支払手形及び買掛金の増加額443百万円、未払法人税等の

減少額373百万円、長期借入金の減少額248百万円等によるものであります。 

 また、当第３四半期連結会計期間末の純資産は、四半期純利益1,082百万円を主な要因として、前連結会計年度

末に比べ897百万円増加し、14,686百万円となりました。以上の結果、自己資本比率は、前連結会計年度末の

63.0％から4.0ポイント増加し、67.0％となりました。 

  

（３）連結業績予想に関する定性的情報 

 今後の見通しにつきましては、欧州諸国の財政危機や歴史的な円高水準の長期化を背景に、景気の先行きに不透

明感が広がっております。 

 特殊鋼業界につきましても、円高による企業収益の悪化や自動車関連需要の鈍化が懸念され、依然として予断を

許さない状況が続いております。 

 上記を踏まえ、平成24年３月期通期の業績予想につきましては、平成23年７月29日に公表しました予想値から、

現時点で変更はありません。 

   

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動 

 該当事項はありません。 

   

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 

 該当事項はありません。 

   

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

 該当事項はありません。 

   

１．当四半期決算に関する定性的情報

２．サマリー情報（その他）に関する事項



３．四半期連結財務諸表 
（１）四半期連結貸借対照表 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

当第３四半期連結会計期間 
(平成23年12月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 3,481,239 3,157,599

受取手形及び売掛金 2,712,398 3,201,332

有価証券 101,866 200,671

商品及び製品 413,890 540,205

仕掛品 861,386 842,674

原材料及び貯蔵品 645,146 617,793

繰延税金資産 473,992 145,316

その他 38,027 96,097

貸倒引当金 △448 △589

流動資産合計 8,727,499 8,801,101

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 6,516,351 6,796,295

機械装置及び運搬具（純額） 1,069,492 1,110,625

工具、器具及び備品（純額） 49,910 50,586

土地 2,601,998 2,175,116

建設仮勘定 462,824 270,773

有形固定資産合計 10,700,577 10,403,397

無形固定資産 73,294 51,865

投資その他の資産   

投資有価証券 1,985,157 2,246,195

従業員に対する長期貸付金 1,401 616

繰延税金資産 248,606 225,416

その他 143,404 187,625

貸倒引当金 △2,556 △1,179

投資その他の資産合計 2,376,013 2,658,674

固定資産合計 13,149,885 13,113,936

資産合計 21,877,385 21,915,038



（単位：千円）

前連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

当第３四半期連結会計期間 
(平成23年12月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 994,573 1,438,135

短期借入金 333,852 332,296

未払法人税等 637,958 264,836

賞与引当金 261,314 137,870

災害損失引当金 600,546 2,905

その他 769,874 828,782

流動負債合計 3,598,119 3,004,824

固定負債   

長期借入金 248,833 －

繰延税金負債 80,647 20,689

長期預り金 3,689,862 3,712,062

修繕引当金 342,353 359,931

退職給付引当金 20,082 23,169

環境対策引当金 68,000 68,000

その他 39,990 39,690

固定負債合計 4,489,767 4,223,542

負債合計 8,087,887 7,228,367

純資産の部   

株主資本   

資本金 827,500 827,500

資本剰余金 560,993 560,993

利益剰余金 12,230,018 13,199,834

自己株式 △17,699 △17,753

株主資本合計 13,600,812 14,570,574

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 188,685 116,097

その他の包括利益累計額合計 188,685 116,097

純資産合計 13,789,497 14,686,671

負債純資産合計 21,877,385 21,915,038



（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書 
（四半期連結損益計算書） 
（第３四半期連結累計期間） 

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 

 至 平成22年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 

 至 平成23年12月31日) 

売上高 13,181,283 13,659,144

売上原価 10,497,443 11,243,800

売上総利益 2,683,840 2,415,344

販売費及び一般管理費   

運賃及び荷造費 251,617 263,133

給料及び手当 215,277 251,674

賞与引当金繰入額 28,671 28,771

退職給付費用 10,891 7,410

役員退職慰労引当金繰入額 4,721 －

その他 399,211 416,909

販売費及び一般管理費合計 910,389 967,898

営業利益 1,773,450 1,447,445

営業外収益   

受取利息 9,057 14,015

受取配当金 8,590 10,423

仕入割引 17,435 19,790

その他 13,687 7,090

営業外収益合計 48,769 51,320

営業外費用   

支払利息 8,000 4,690

固定資産除却損 1,461 10,783

売上割引 10,168 11,490

その他 1,398 6,679

営業外費用合計 21,028 33,643

経常利益 1,801,190 1,465,122

特別利益   

固定資産売却益 － ※1  77,132

受取保険金 － ※2  200,000

災害損失引当金戻入額 － 116,115

契約解約益 ※3  78,236 －

特別利益合計 78,236 393,248

税金等調整前四半期純利益 1,879,427 1,858,370

法人税、住民税及び事業税 690,094 607,437

過年度法人税等戻入額 － ※4  △187,020

法人税等調整額 65,029 355,196

法人税等合計 755,124 775,613

少数株主損益調整前四半期純利益 1,124,302 1,082,756

四半期純利益 1,124,302 1,082,756



（四半期連結包括利益計算書） 
（第３四半期連結累計期間） 

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 

 至 平成23年12月31日) 

少数株主損益調整前四半期純利益 1,124,302 1,082,756

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △28,718 △72,587

その他の包括利益合計 △28,718 △72,587

四半期包括利益 1,095,584 1,010,169

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 1,095,584 1,010,169



 該当事項はありません。 

   

 該当事項はありません。 

     

 （四半期連結損益計算書関係） 

   

  

税率変更について 

 平成23年12月２日付で「経済社会の構造の変化に対応した税制の構築を図るための所得税法等の一部を改正する

法律」（平成23年法律第114号）が公布され、平成24年４月１日以降に開始する連結会計年度より法人税率が引き下

げられることになりました。 

 また、同日付で「東日本大震災からの復興のための施策を実施するために必要な財源の確保に関する特別措置

法」（平成23年法律第117号）が公布され、平成24年４月１日以降平成27年３月31日までに開始する連結会計年度に

ついては、復興特別法人税が課されることになりました。 

 これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用される法定実効税率は平成24年４月１日に開始する連

結会計年度から３年間は、従来の40.0%から37.4%、その後は35.0%に変更となります。この法定実効税率の変更によ

る四半期連結財務諸表に与える影響は軽微であります。 

（３）継続企業の前提に関する注記

（４）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記

（５）その他注記事項

項目 
前第３四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年12月31日） 

当第３四半期連結累計期間 
（自 平成23年４月１日 

至 平成23年12月31日） 

※１ 固定資産売却益 ──────  固定資産売却益の内容は次のとおりで

あります。  

 土地          77,132千円 

※２ 受取保険金 ──────  受取保険金は、東北地方太平洋沖地震

によるものであります。  

※３ 契約解約益  契約解約益は、自家発電用燃料の購買

取引契約を解約したことによるものであ

ります。  

────── 

※４ 過年度法人税等戻入額 ──────  過年度法人税等戻入額は、平成23年4月

20日に国税庁から公表された「東日本大

震災に関する諸費用の法人税の取扱いに

ついて（法令解釈通達）」を適用し、前

連結会計年度に計上した未払法人税等の

一部を戻し入れたものであります。  

４．補足情報
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